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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第110期

中間連結会計期間
第111期

中間連結会計期間
第110期

会計期間
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2023年４月１日
至　2024年３月31日

売上高 （百万円） 62,183 61,625 122,555

経常利益 （百万円） 3,868 4,781 7,352

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

（百万円） 2,617 3,193 4,633

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 5,509 3,973 10,651

純資産額 （百万円） 84,732 92,417 89,205

総資産額 （百万円） 155,511 163,147 160,323

１株当たり中間（当期）
純利益金額

（円） 40.86 50.33 72.53

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.2 54.1 53.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,249 8,875 7,282

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △15,907 △989 △18,035

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 14,108 △2,150 12,203

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 20,619 27,852 21,507

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間における、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態および経営成績の状況

当中間連結会計期間の決算の概要は次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 前中間期 当中間期
前年同期比

増減額 増減率（％）

売 上 高 62,183 61,625 △558 △0.9

営 業 利 益 3,212 4,035 822 25.6

経 常 利 益 3,868 4,781 912 23.6

親会社株主に帰属する中間純利益 2,617 3,193 575 22.0

（経済環境）

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、自動車の生産再開および半導体需要の底打ち感もあり、自動車産

業を中心に回復傾向となりました。個人消費についても、エネルギーや原材料などの価格高騰による物価高は継

続するなか、緩やかなペースで増加しましたが、依然として先行き不透明な状況が続きました。

 

（事業環境）

生産活動の持ち直しを背景に、一部の産業においては荷動きに回復の兆しが見え、物流業界全般的には緩やか

な回復傾向となりました。

 

（業績状況）

当社グループは中期経営計画に基づき、収益基盤の拡充によるトップラインの向上、TRANCYグループの経営基

盤の強化、ESG経営／サステナビリティの取組み推進を図ることで、業績の確保に努めてまいりました。

・売上高は、三重朝日物流センターの安定稼働、半導体関連材料等の取扱い拡大に取組み、また「南海トラフ地

震臨時情報」の発表により飲料水・防災関連商材の需要が急激に増加するなか、エッセンシャルワーカーとして

消費財物流センターの安定稼働に努めたことで売上に寄与。一方、海外における海上運賃の正常化などの影響は

大きく前年同期比減収。

・経常利益は、三重朝日物流センターの準備費用、資金調達関連費用の減少、料金の適正化、受取配当金の増

加、効率的なオペレーションによる生産性向上・費用削減などにより、前年同期比増益。

・親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期比増益。

 

セグメント・主要部門ごとの経営成績は、次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 売上高 前年同期比

前中間期 当中間期 増減額 増減率 (％)

総合物流事業

倉 庫 業

港 湾 運 送 業

陸 上 運 送 業

国際複合輸送業

そ の 他

61,195

23,210

10,726

9,089

17,324

843

60,583

25,707

10,344

9,753

13,942

836

△611

2,497

△382

663

△3,382

△7

△1.0

10.8

△3.6

7.3

△19.5

△0.9

その他の事業 988 1,041 52 5.3

合　計 62,183 61,625 △558 △0.9

※2023年８月より港湾運送業の業務の一部を倉庫業へ区分変更した影響額：908百万円
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セグメント・主要部門ごとの取扱等の状況は、次のとおりであります。

（総合物流事業）

・倉庫業は、前年同期に比べ、貨物取扱数量は7.7％増加（461万５千トン）、期中平均保管残高は1.6％増加（59

万５千トン）、保管貨物回転率は60.7％と低下。

・港湾運送業は、前年同期に比べ、四日市港における海上コンテナの取扱量は1.6％減少（10万4千本（20フィー

ト換算））、完成自動車、石炭・オイルコークスの取扱量は増加。

・陸上運送業は、前年同期に比べ、主力のトラック輸送の取扱量は3.5％減少（302万６千トン）、鉄道輸送の取

扱量は5.2％減少（６万９千トン）、バルクコンテナ輸送の取扱量は4.9％増加（11万トン）。

・国際複合輸送業は、前年同期に比べ、海上輸送の取扱量は19.4％増加（102万７千トン）、海外現地法人におけ

る取扱量も増加、航空輸送の取扱量は1.4％減少（608トン）。

・その他は、前年同期に比べ、場内における附帯作業の取扱量が減少。

（その他の事業）

・自動車整備業は、前年同期と比べ、車検取扱台数は5.3％増加。

・ゴルフ場は、前年同期と比べ、入場者数は5.7％減少。

・建設事業は、前年同期と比べ、完成工事件数は0.3％増加。

 

　財政状態の状況は、次のとおりであります。

　当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ28億２千４百万円増加し、1,631億４千７百万円と

なりました。流動資産は現金及び預金の増加61億４百万円を主な要因として36億６千万円増加し、固定資産は有

形固定資産の減価償却による減少を主な要因として８億３千６百万円減少しました。

　負債は、固定負債の長期借入金の減少等を主な要因として前連結会計年度末に比べ３億８千７百万円減少し、

707億３千万円となりました。

　純資産は、親会社株主に帰属する中間純利益31億９千３百万円を主な要因として前連結会計年度末に比べ32億

１千２百万円増加し、924億１千７百万円となりました。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、資金という）は63億４千４百万円増加し、中間期末

残高は278億５千２百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、営業活動の結果増加した資金は88億７千５百万円（前年同期比66億２千５百万

円の収入増）となりました。これは主に、仕入債務の支出による減少４億９千４百万円、法人税等の支払額２億

８千７百万円などがあったものの、税金等調整前中間純利益49億９百万円、減価償却費26億４千３百万円の資金

留保等による増加の結果であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、投資活動の結果減少した資金は９億８千９百万円（前年同期比149億１千８百万

円の支出減）となりました。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出14億６千万円による減少の結

果であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において、財務活動の結果減少した資金は21億５千万円（前年同期比162億５千８百万円の

収入減）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出11億２千５百万円および配当金の支払額４億

４千４百万円による減少の結果であります。

 

(3）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上および財務上の課題に重要な変更お

よび新たに生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）従業員数

　当中間連結会計期間において、連結会社または提出会社の従業員数に著しい増減はありません。
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(6）生産、受注および販売の実績

　当中間連結会計期間において、生産、受注および販売実績の著しい変動はありません。

 

(7）主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動および設備の新設、除却等について前連結会計年度末

における計画の著しい変動はありません。

 

(8）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当社グループの資本の源泉は内部留保と外部調達によりますが、このうち外部調達は安定的な資金調達と調達

コストの抑制を両立させ、自己資本比率や資産構成および営業キャッシュ・フローの各種指標に配慮して、財務

リスクを最小化することを基本方針としております。

　この基本方針に則り、長期性の資金調達の手段はその時々の市場環境を考慮したうえで、当社グループにとっ

て最善の手段を選択しており、また、主要な取引銀行とは当座貸越契約を締結し、流動性を確保しております。

　さらに、流動性マネジメントの一環として、キャッシュ・マネジメント・システムを国内で導入し、グループ

内の企業相互間の余剰資金を当社が集中管理することで資金の効率化を推進しております。一方、海外拠点にお

ける資金需要に対応するため、当社を起点にしたグループ内金融により必要な資金を供給する体制を構築してお

ります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 67,142,417 67,142,417

名古屋証券取引所
（プレミア市場）
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数は100株
であります。

計 67,142,417 67,142,417 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年９月30日 － 67,142 － 8,428 － 6,544
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号
赤坂インターシティＡＩＲ

4,968 7.86

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カスト
ディ銀行）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

4,000 6.33

日本トランスシティグループ社員持
株会

三重県四日市市霞二丁目１番地の１ 3,944 6.24

蒼栄会 三重県四日市市霞二丁目１番地の１ 3,585 5.67

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 2,852 4.51

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,843 4.50

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21番27号 2,683 4.25

株式会社三十三銀行 三重県四日市市西新地７番８号 2,683 4.25

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,204 3.49

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（常任代理人　日本マスタートラス
ト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
（東京都港区赤坂一丁目８番１号
　赤坂インターシティＡＩＲ）

1,501 2.37

計 － 31,265 49.47

（注）１　当社は自己株式を3,941,833株保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。

２　上記の所有株式数のうち、株式会社日本カストディ銀行の所有株式数は、信託業務に係るものであります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数は100株であります。
普通株式 3,941,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 63,145,000 631,450 単元株式数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 55,617 － －

発行済株式総数  67,142,417 － －

総株主の議決権  － 631,450 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）      

日本トランスシティ株式会社
三重県四日市市霞二丁目
１番地の１

3,941,800 － 3,941,800 5.87

計 － 3,941,800 － 3,941,800 5.87

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,993 28,098

受取手形、営業未収金及び契約資産 ※１ 18,027 16,791

棚卸資産 254 255

その他 3,797 2,589

貸倒引当金 △67 △67

流動資産合計 44,005 47,666

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 40,419 39,684

土地 35,012 35,026

その他（純額） 8,042 8,311

有形固定資産合計 83,474 83,022

無形固定資産 1,055 1,043

投資その他の資産   

投資有価証券 23,099 22,804

その他 8,700 8,621

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 31,788 31,415

固定資産合計 116,317 115,481

資産合計 160,323 163,147
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 9,654 9,302

短期借入金 2,370 2,370

１年内返済予定の長期借入金 2,251 2,101

未払法人税等 359 1,297

賞与引当金 1,287 1,340

その他 3,761 3,915

流動負債合計 19,683 20,327

固定負債   

社債 8,000 8,000

長期借入金 29,091 28,116

再評価に係る繰延税金負債 3,694 3,694

退職給付に係る負債 2,131 2,181

長期預り保証金 2,031 1,997

その他 6,485 6,412

固定負債合計 51,434 50,402

負債合計 71,117 70,730

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,428 8,428

資本剰余金 6,870 6,870

利益剰余金 63,194 65,943

自己株式 △1,642 △1,957

株主資本合計 76,850 79,284

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,726 6,529

土地再評価差額金 △1,364 △1,364

為替換算調整勘定 1,356 2,014

退職給付に係る調整累計額 1,951 1,845

その他の包括利益累計額合計 8,670 9,025

非支配株主持分 3,684 4,107

純資産合計 89,205 92,417

負債純資産合計 160,323 163,147
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 62,183 61,625

売上原価 55,351 53,938

売上総利益 6,832 7,687

販売費及び一般管理費 ※１ 3,619 ※１ 3,651

営業利益 3,212 4,035

営業外収益   

受取利息 26 30

受取配当金 198 231

持分法による投資利益 329 304

為替差益 197 213

その他 48 71

営業外収益合計 799 852

営業外費用   

支払利息 64 80

社債利息 11 20

社債発行費 43 －

その他 23 5

営業外費用合計 143 106

経常利益 3,868 4,781

特別利益   

固定資産処分益 3 17

投資有価証券売却益 50 123

その他 2 －

特別利益合計 57 141

特別損失   

固定資産処分損 25 13

特別損失合計 25 13

税金等調整前中間純利益 3,900 4,909

法人税等 1,117 1,450

中間純利益 2,782 3,458

非支配株主に帰属する中間純利益 165 265

親会社株主に帰属する中間純利益 2,617 3,193
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 2,782 3,458

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,920 △210

為替換算調整勘定 834 772

退職給付に係る調整額 △48 △106

持分法適用会社に対する持分相当額 19 58

その他の包括利益合計 2,726 515

中間包括利益 5,509 3,973

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 5,150 3,546

非支配株主に係る中間包括利益 359 427
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,900 4,909

減価償却費 2,433 2,643

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 14 51

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △0 △100

固定資産処分損益（△は益） 21 △4

受取利息及び受取配当金 △224 △262

支払利息及び社債利息 76 100

持分法による投資損益（△は益） △329 △304

売上債権の増減額（△は増加） 731 1,473

仕入債務の増減額（△は減少） △1,503 △494

未払又は未収消費税等の増減額 △1,151 1,575

その他 △545 △951

小計 3,424 8,636

利息及び配当金の受取額 525 626

利息の支払額 △55 △100

法人税等の支払額 △1,645 △287

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,249 8,875

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △15,971 △1,460

有形及び無形固定資産の売却による収入 8 17

その他 55 454

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,907 △989

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 8,000 －

長期借入金の返済による支出 △898 △1,125

社債の発行による収入 7,956 －

配当金の支払額 △385 △444

その他 △563 △579

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,108 △2,150

現金及び現金同等物に係る換算差額 639 609

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,089 6,344

現金及び現金同等物の期首残高 19,515 21,507

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
14 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 20,619 ※１ 27,852
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の満期手形が連結会計年度末日の残高に含ま

れております。

 

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 50百万円 －百万円

 

　２　保証債務

　以下の会社の金融機関からの借入金について下記金額の保証予約を行っております。

 

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

四日市コンテナターミナル株式会社 11百万円  －百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

報酬及び給料手当 1,452百万円 1,534百万円

賞与引当金繰入額 290百万円 274百万円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

現金及び預金勘定 20,917百万円 28,098百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △298百万円 △245百万円

現金及び現金同等物 20,619百万円 27,852百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 385 6.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月９日
取締役会

普通株式 383 6.00 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 444 7.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

２　基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月11日
取締役会

普通株式 1,042 16.50 2024年９月30日 2024年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額
（注）３ 総合物流事業

売上高      

外部顧客への売上高 61,195 988 62,183 － 62,183

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 2,241 2,241 △2,241 －

計 61,195 3,230 64,425 △2,241 62,183

セグメント利益 2,920 405 3,325 △113 3,212

（注）１　「その他の事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保

険代理店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△113百万円は、セグメント間取引消去△113百万円によるものであります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

報告セグメントごとの売上高および利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他の事業
（注）１

合計
調整額
（注）２

中間連結損益
計算書計上額
（注）３ 総合物流事業

売上高      

外部顧客への売上高 60,583 1,041 61,625 － 61,625

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 717 717 △717 －

計 60,584 1,758 62,343 △717 61,625

セグメント利益 3,762 284 4,047 △11 4,035

（注）１　「その他の事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保

険代理店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△11百万円は、セグメント間取引消去△11百万円によるものであります。

３　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
の事業
（注）１

合計 総合物流事業

 倉庫業
港湾
運送業

陸上
運送業

国際複合
輸送業

その他 計

売上高         

顧客との契約から生じる収益 23,210 10,726 9,089 17,324 843 61,195 528 61,723

その他の収益（注）２ － － － － － － 460 460

外部顧客への売上高 23,210 10,726 9,089 17,324 843 61,195 988 62,183

（注）１　「その他の事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保

険代理店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる収益です。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
の事業
（注）１

合計 総合物流事業

 倉庫業
港湾
運送業

陸上
運送業

国際複合
輸送業

その他 計

売上高         

顧客との契約から生じる収益 25,707 10,344 9,753 13,942 836 60,583 566 61,150

その他の収益（注）２ － － － － － － 474 474

外部顧客への売上高 25,707 10,344 9,753 13,942 836 60,583 1,041 61,625

（注）１　「その他の事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保

険代理店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２　企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる収益です。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額および算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 40円86銭 50円33銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額(百万円) 2,617 3,193

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益金額(百万円)

2,617 3,193

普通株式の期中平均株式数(千株) 64,059 63,447

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　2024年11月11日の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1）中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　 1,042百万円

(2）中間配当金の１株当たりの額　　　　　　　　　　　16円50銭

(3）支払請求の効力発生日および支払開始日　　　2024年12月４日

（注）　2024年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月６日

日本トランスシティ株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩　　田　　国　　良

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山　　田　　昌　　紀

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本トランスシ

ティ株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年

９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

 

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日本トランスシティ株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

 

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

 

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

 

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本トランスシティ株式会社(E04289)

半期報告書

22/22


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

